




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































トヨタ 日 産 三 菱 ホンダ マツダ
07年 11年 15年 07年 11年 15年 07年 11年 15年 07年 11年 15年 07年 11年 15年
内 製 23 25 26 2 4 3 1 2 3 8 8 9 2 1 1
アイシン精機 13 9 10 1 4 6 6 4 5 0 0 2 2 2 2
オートリブKK 9 9 11 10 10 13 7 10 12 7 8 8 15 11 13
カルソニックカンセイ 0 0 0 4 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ケーヒン 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14 11 15 0 0 0
コンチネンタル・オートモーティブ 0 1 3 9 9 9 9 10 13 9 8 11 8 9 15
デンソー 55 52 52 9 14 16 14 23 20 11 11 12 23 25 31
パナソニック 7 5 6 1 2 3 4 3 2 14 15 15 1 0 0
日立オートモーティブシステムズ 4 4 3 36 38 38 2 2 1 1 2 5 4 4 1
ボッシュ 11 12 11 25 27 25 12 12 10 11 19 13 11 11 11
日本電産エレシス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15 14 13 0 0 0
三菱電機 0 0 0 4 4 6 24 21 25 3 3 5 18 20 20
スズキ ダイハツ 富士重工 総品目数
07年 11年 15年 07年 11年 15年 07年 11年 15年 07年 11年 15年
内 製 0 0 0 4 4 4 3 3 3 30 30 29
アイシン精機 2 2 3 2 2 3 0 0 0 14 10 11
オートリブKK 3 3 9 6 6 1 1 2 4 15 16 16
カルソニックカンセイ 0 5 5 0 0 0 0 0 0 4 7 7
ケーヒン 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14 11 15
コンチネンタル・オートモーティブ 8 8 11 3 2 2 3 9 10 11 11 15
デンソー 14 18 17 33 35 33 17 28 25 56 53 53
パナソニック 3 0 0 0 0 0 1 3 4 20 21 19
日立オートモーティブシステムズ 3 6 7 0 1 0 11 10 18 38 39 42
ボッシュ 2 10 14 3 3 3 10 9 10 28 29 34
日本電産エレシス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15 14 13
三菱電機 16 16 16 1 1 1 12 5 4 28 30 37
出所：図表4と同じ
ている。それ以外のメーカーでは品目数の減少なども見えるが，グループメーカーであるトヨタ
とダイハツ，富士重工，またグループ外のマツダとスズキにとっても，デンソーはカーエレクト
ロニクス部品の最大の供給部品サプライヤーになっている。それ以外のメーカーでも相対的に多
くの品目を納入しており，メガサプライヤーとしてのデンソーの能力の高さを示している。日産
にとっての最大のカーエレクトロニクス部品サプライヤーである日立オートモーティブシステム
ズは，日産向けに2007年に36品目，2011年と2015年に38品目を納めている。日立オートモー
ティブシステムズは，デンソーには及ばないが，2007年に38品目，2011年に39品目，2015年
に42品目と，総納入品目数を順調に拡大しており，そのほとんどを日産に納めている。だが，
日産以外にはかつて関係性が深かった富士重工に2007年に11品目，2011年に10品目，2015年
に18品目の納入があるが，それ以外のメーカーは少ない品目数となっており，いわゆる「系列
外」への納入は，2015年には，ダイハツ以外のすべてのメーカーへ納入しているものの，品目
数では少ない結果となっている。日立オートモーティブシステムズに続いて，多くの品目を納入
しているのが三菱電機である。三菱電機は，2007年に28品目を乗用車メーカーに納入し，2011
年に30品目，2015年には37品目の総取引品目数を計上している。最大の取引相手はグループ
企業である三菱で，2007年の24品目から，2011年の21品目に減少した後，2015年には25品
目に回復した。三菱自動車にとっても三菱電機は最大の取引相手先であり，その取引品目数はデ
ンソーとの取引品目数を上回る。三菱電機はまた，マツダとスズキにとっても重要な取引相手先
となっており，マツダ向けの納入品目数は，2007年に18品目，2011年と2015年に20品目となっ
ており，スズキ向けには2007年から2015年まで継続して16品目となっている。他方で，それ
以外向けには苦戦しており，トヨタとは，0品目となっており，ダイハツ向けで1品目，日産向
けは2007年2011年に4品目，2015年に6品目となっているなど，大きな数字を残せていない。
さらに富士重工向けには，2007年に12品目あった品目数が2011年に5品目に大幅に減少し，
2015年には4品目とさらに減少している。この間，富士重工は「アイサイト」の導入やハイブ
リッド自動車の導入など積極的な展開を示していた中で，その流れに三菱電機が乗れていなかっ
たことは注目される。デンソー同様，メガサプライヤーとしてグローバルに展開しているボッシュ
の総納入品目数は，2007年に28品目，2011年に29品目，2015年に34品目と順調に拡大して
おり，すべての乗用車メーカーにカーエレクトロニクス部品を納入している。ボッシュにとって
最大の取引相手先は日産で，2007年に25品目，2011年に27品目，2015年に25品目と安定的
な取引関係を維持している。ダイハツとの関係は2007年から2015年まで通じて3品目と少ない
が，それ以外のメーカーでは2ケタの品目を納入するなど安定的な取引を進めている。
既存の自動車部品メーカーは，カーエレクトロニクス対応に苦戦している。たとえば，カルソ
ニックカンセイは，日産系の大手部品サプライヤーであるが，カーエレクトロニクス部品の納入
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という点では大きな品目数を示せていない。カルソニックカンセイはもともと，熱交換器やコン
プレッサーなどの品目で優位を持つサプライヤーであるが，電子部品についても取り扱っており，
2015年には7品目を乗用車メーカーに納入している。この間，総取引部品数を2007年の4品目
から2011年には7品目に増加させており，それなりの対応をしている。しかし，グループ企業
である日産以外にはスズキとの取引関係があるのみで，それ以外のメーカーとの取引関係は構築
されていない。また，日産との取引についても2007年の4品目から2011年と2015年は2品目
へ半減しており，カルソニックカンセイの納入する7品目の大半を日産は受け入れていないこと
となる。ルノーによる資本参加以降，日産のいわゆる「系列解体」は良く伝えられているが，カー
エレクトロニクス部品においても同様の傾向が示されている。他方で，アイシン精機も同様に既
存の自動車部品サプライヤーとしてカーエレクトロニクス化に対応している様子であり，カーエ
レクトロニクス部品の納入に関しては，大きな数字とはなっていないものの，総品目数は2007
年の14品目，2011年の10品目，2015年の11品目となっている。このうちグループ企業である
トヨタ向けが最大で，2007年に13品目，2011年に9品目，2015年に10品目となっていること
から，アイシン精機が納入している品目のほとんどをトヨタが受け入れていることとなる。この
点は，調達政策の違いもあるが，トヨタ・アイシン精機と日産・カルソニックカンセイとの間の
関係は，対照的である。
もう一つ考慮しておくべきは，ホンダである。小林（2012）でも，ホンダはグループ部品サプ
ライヤーとの間で緊密な取引関係を構築していると指摘した（17）。今回の分析においても同様の
傾向かうかがえる。ケーヒンは，2007年に総取引品目数が14品目，2011年に11品目，2015年
に15品目となっており，すべての品目をホンダに納入している。一方でホンダ以外との間で取
引関係を構築してはおらず，0品目のままである。同様に，日本電産エレシス（旧ホンダエレシ
ス）は2007年に15品目，2011年に14品目，2015年に13品目の総取引品目数となっており，
すべての品目をホンダに納入しているが，ホンダ以外のメーカーとの間で取引関係を構築してい
ない。ホンダの主要部品サプライヤーとの関係を見てみると，2015年に最も多くの品目をホン
ダに納入しているのはケーヒンとパナソニックで，その次が日本電産エレシスとボッシュとなっ
ている。ケーヒンと旧ホンダエレシスは，グループ部品サプライヤーではあるが，ホンダ以外と
の取引関係が構築されていないことから，能力的に不足しているものと考えられる。そのため，
能力の不足をボッシュやパナソニックなどからの調達でまかなっているものと考えられる。さら
に，グループ外サプライヤーからの調達についても，エレクトロニクス系サプライヤーは，日立
オートモーティブシステムズや三菱電機ではなくパナソニックから調達し，デンソーとの取引も
構築しているが，ほぼ同水準の取引をボッシュとも構築することで，なるべく独立系部品サプラ
イヤーとの取引関係を構築していくようにしているものと考えられる。乗用車メーカーとグルー
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プ部品サプライヤーとの関係性を見てみると，トヨタ・日産・ホンダについてはそれぞれに特徴
的な性質が出ている。
カーエレクトロニクス部品の取引構造を考える際に，特徴として示したのが内製の取り扱いで
ある。小林（2012）では，カーエレクトロニクス部品の取引構造における内製部品の重要性に着
目し，これまで言われてきた日本自動車部品取引構造の特徴の1つとは異なる傾向か示されてい
るのではないかと指摘した。さらにこの内製が，ブラックボックス化を防ぐための単なる知識の
蓄積にとどまらず，今後もこの構造が持続するならば，一般的にカーエレクトロニクス部品取引
の特徴と指摘されてきた「水平化」の方向性とは違うのではないかと指摘した（18）。本稿では，
2015年のデータを加えることで，この傾向に変化があるのかを見てみる（19）。2007年と2011年，
そして2015年のデータを比較してみても，大きな変化は示されていない。乗用車メーカーが取
り扱う内製カーエレクトロニクス部品は，2007年と2011年は30品目であったものが，2015年
には29品目と1品目減っただけであるので，ほとんど同じと考えてよい。乗用車メーカーごと
に見てみると，トヨタは，2007年の23品目から2011年に25品目，2015年に26品目と，ほと
んど同じような状況である。日産は2007年の2品目から2011年に4品目となり，2015年には3
品目となっており，ホンダも2007年と2011年の8品目，2015年の9品目となっている。他の
乗用車メーカーについても同様で，取り扱っている品目数は大きな変化を示していない。他方で，
カーエレクトロニクス部品を納入する部品サプライヤーの数が，2007年の82社から2011年に
85社，2015年に89社と拡大していること，乗用車メーカーの平均取引部品サプライヤー数が増
加傾向にあること，メガサプライヤーが取り扱う品目数に大きな変化は見られないことなどから
考えても，カーエレクトロニクス部品サプライヤーの生産能力不足とはもはや言えないと考えら
れる。つまり，ブラックボックス化を防ぐという目的に加えて，カーエレクトロニクス部品とい
うより高度な技術については，研究開発能力も含め，乗用車メーカーの能力が非常に高く，より
高度の技術が必要な品目については，乗用車メーカーが自ら選択して内部調達しているものと考
えられる。
6．まとめにかえて
ここまで見たように，カーエレクトロニクス部品の取引構造は，その市場規模の拡大期待や技
術進歩などから，進展の方向に進んでいる。一方で部品取引の構造については「オープン化」の
方向に進んでいることは明確である。しかし，オープン化の方向は現れているが，その対応の違
いは既存の自動車部品の取引構造とは異なる点が多く見られる。乗用車メーカーの取引カーエレ
クトロニクス部品サプライヤーの平均数は増加傾向にあるものの，その数は，既存の自動車部品
カーエレクトロニクス部品の取引構造とその変化に関する考察16
取引サプライヤーの「最も優位な数」である2から3社を下回る数字となっている。この点から，
既存の自動車部品サプライヤーとの間の取引よりも少ない状況で取引が定着していることがうか
がえる。
内製の持つ役割は依然として続いており，その状況に大きな変化は見られない。これは単に，
市場規模や，技術や経験の蓄積などによるものとは現状では考えにくく，研究開発能力なども含
めた乗用車メーカーの能力とサプライヤーの能力との間の格差がより拡大しているものと考えら
れ，この状況はしばらく続くものと考えられる。これに関連して，依然としてメガサプライヤー
の能力に依存する状況が続いており，カーエレクトロニクス分野という高い技術力と高いコスト
が必要な分野ではそれに対応できるメガサプライヤーの能力に依存し続ける傾向は続くものと考
えられる。また，カーエレクトロニクス分野における既存の自動車部品サプライヤーの苦戦とエ
レクトロニクス系部品サプライヤーの好調さが改めて明確になった。今後の成長分野として，自
動車分野をとらえ，積極的に対応した結果が，エレクトロニクス系メーカーの好調に示されてい
ると考えられる。
一方で，乗用車メーカーごとの調達に対する姿勢も改めて明らかになった。グループ部品サプ
ライヤーも巻き込み，その総合力で対応しつつ，自らの能力維持・拡大も怠らないトヨタと，外
部にあるすべての能力を品質・性能・コスト・輸送などすべての面で平等に判断し，能力のある
外部の部品サプライヤーの能力を積極的に活用し，グループ部品サプライヤーといえども，評価
基準に満たなければ調達しない日産，自らも含めグループ部品サプライヤーを積極的に活用し，
「囲い込み」を進めてはいるが，能力が足りない部門は外部に依存するものの，その際には他の
グループとの関係を極力避ける傾向のあるホンダと乗用車メーカーについてもその対応には大き
な違いが示されている。とりわけカーエレクトロニクス部品という新たな分野では，平均的な像
はいまだ見つけられていない。だが，旧ホンダエレシスを日本電産が子会社化した点については，
今後の注目点と考えられる。グループ部品サプライヤーを巻き込んだ総合力で勝負できないと判
断した場合には，グループ部品サプライヤーを外部に移管することで対応しようとしている姿勢
とも考えられる。この点は今後も注目しておく必要がある。
これまでの分析では，小林（2012）において示された内容に大きな変化は見られなかった。部
品取引について「オープン化」の傾向は進んでいるが，現状では「水平的」な調達構造に進むと
は言えない状況であることが確認できた。また，依然として内製とメガサプライヤーに依存する
構造は維持されており，取引部品サプライヤーの数が増えているとはいえ，カーエレクトロニク
ス部門という高い技術を必要とする分野の部品については，乗用車メーカーやメガサプライヤー
の能力なしには機能しないことも明らかになった。これは，依然として，ガソリンエンジンやディー
ゼルエンジンといった既存の技術を利用した自動車が市場の大半を占めている中で，高度化する
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次世代自動車に対応するための十分な経営資源の余力があるメーカーは少なく，次世代自動車の
方向性も明確になっていないことも影響している。この状況が続く限り，今回指摘したカーエレ
クトロニクス部品取引構造に大きな変化がもたらされるとは考えにくい。今後も，取引のオープ
ン化は進むものの，取引の中心は，メガサプライヤーということになり，自動車系メガサプライ
ヤーやエレクトロニクス系メーカーの能力に依存する状況が今後も続くものと考えられる。
（1）「カーエレクトロニクス部品」についての固まった定義があるとは言えない。そのためここでは，
アイアールシー（2015）で取り上げられた部品をカーエレクトロニクス部品として取り上げた。本稿
で取り扱う品目名は参考として最後に添付した。
（2） 日本経済新聞電子版「CES開幕へ，「家電」超え自動車・ドローンに脚光」，2016年1月4日。
（3） たとえば，太田他（1994），21頁など。
（4） 延岡（1999），60頁。
（5） 近能（2003），80頁。
（6） 延岡（1999），60頁。は，少数企業から調達する優位性と多数企業から調達する優位性の両方を勘
案した総合優位性が最も大きくなるのか，2～3社の間にあると指摘している。
（7） たとえば，小林（2012），1819頁。
（8） 佐伯（2015），60頁。本稿の初出は，佐伯靖雄（2013）「自動車産業における電動化・電子化関連
部品市場の取引環境分析」『名古屋学院大学論集 社会科学篇』第49号第3巻であり，対応箇所は91
頁。
（9） 小林（2012），17頁。
（10） 妹尾（2009），ⅳ頁。
（11） 小林（2012）において対象とした部品サプライヤー数は99社で，対象とした品目数は131品目で
あった。これは，2015年版において掲載されなかった品目などがあり，2007年版と2011年版，2015
年版で共通している品目のみを取り上げたためである。よって，部品サプライヤー数と品目数の減少
によって，単純に小林（2012）の結果と比較できない。
（12） 服部雅之（2007）『カーエレクトロニクスの未来像と実装技術への期待』，トヨタ自動車株式会社。
によれば，既存のエンジンシステムを搭載した車のエレクトロニクス部品がトータルコストに占める
割合は，小型車で15％，高級車で28％程度といわれており，当時のプリウスが47％であったことが
指摘されている。
（13） 一般社団法人日本自動車販売協会連合会ホームページ「統計データ」より，「新車乗用車販売台数
月別ランキング」（http://www.jada.or.jp/contents/data/ranking.html）（2016年1月16日参照）。
（14） 一般社団法人日本自動車部品工業会『自動車部品出荷動向調査』各年度版。なお，ここで取り上げ
る「カーエレクトロニクス部品」は，統計データの分類「電装品・電子部品」，「照明・計器など電気・
電子部品」，「カーラジオ及びカーステレオ」，「情報関連部品」を合計したものである。なお，「情報
関連部品」については，2001年度まで項目に挙げられていなかったため，区別するため，白く示し
た。
（15） 小林（2012），12頁。
（16） 延岡（1999），66頁。
（17） 小林（2012），1617頁。
（18） 小林（2012），20頁。
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注
（19） ただし，前述のように，小林（2012）と本稿では取り上げる品目数に違いがあるため，単純に，小
林（2012）と本稿を比較できないことは改めて指摘しておく。
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アイアールシー（2011）『カーエレクトロニクス部品の生産流通調査 8thEdition 』
アイアールシー（2015）『カーエレクトロニクス部品の生産流通調査 9thEdition 』
浅沼萬里（1984a）「自動車産業における部品取引の構造 調整と革新的適応のメカニズム」『季刊現代
経済』第58号，3848頁
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